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2つの大きな理由で現状維持では駄目になる

✓ エネルギー安全保障
✓ カーボンニュートラル（ネット・ゼロ）
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第53回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2023年6月28日)へ著者加筆
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/index.html

G7各国のエネルギー自給率

✓ 日本の一次エネルギー自給率は13％と極めて低い
✓ エネルギー安全保障・食料安全保障の問題あり

エネルギー自給率 食料自給率

日本 13％ 38％

米国 104％ 121％

英国 63％ 70％

フランス 54％ 131％

ドイツ 35％ 84％

イタリア 23％ 58％

カナダ 186％ 233％
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旺盛なアジアのエネルギー需要

中国
4060

インド

東南
アジア

日本
米国

非－OECD
アジア

2035年の一次エネルギー需要量の推計
(Mtoe）

2012年から2035年の
経済成長

✓ エネルギーは日本のことだけを考えても駄目
✓ 中国・インド・東南アジアのエネルギー需要は増大
✓ 2035年までの経済成長の65%は非-OECDアジアでおこる

引用：IEA, World Energy Outlook 2013 (12 November 2013)に著者加筆
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✓産業革命前からの世界の平均気温上昇を2℃未満

に抑える。

✓加えて、平均気温上昇1.5℃未満を目指す

COP21(パリ協定) 2015

http://unfccc.int/resource/docs/2015/cop21/eng/10a01.pdf
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産業革命からの大気中の二酸化炭素

https://www.climate.gov/news-features/understanding-climate/climate-change-atmospheric-carbon-dioxide

✓ 1750年の産業革命以降、大気中の二酸化炭素濃度（青線）は人間からの排出
量（灰色線）とともに増加

✓ 排出量は1950年までは年間約50億トンとゆっくりと増加してきたが、その後
急増、年間350億トン以上になる
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1950年頃から急増
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日本の二酸化炭素排出量 2021年

34.7%

18.6%

17.4%

14.4%

住宅・建築分野はカーボンニュートラルには非常に重要な分野！

環境省資料から作成
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東京のエネルギー起源CO2

東京都資料から著者作成：https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/zenpan/emissions_tokyo.html

建物関係が75％
近くの排出
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ネガティブエミッション技術
CCUS, DACCS, BACCS..

電化の促進
省エネ
需要の削減

カーボンニュートラル

Source: Modified from METI, Green Innovation

エネルギー消費量

C
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2
原
単
位

エネルギー消費量

C
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2
原
単
位

非電源の脱炭素化
H2, Biomass, NH3, e-メタ

ン..

電源の脱炭素化

省エネ
需要の削減

電力 非電力

どのようにして脱炭素社会にするのか

省エネと需要の削減は同じ意味ではない！
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https://www.shugiintv.go.jp/jp/index.php?ex=VL&deli_id=53935&media_type=

衆議院経済産業委員会省エネ法関連法案審議
（2022年4月20日）
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https://www.shugiintv.go.jp/jp/index.php?ex=VL&deli_id=53935&media_type=
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省エネ法の改正

エネルギーの使用の合理化等に関する法律

↓

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの

転換等に関する法律
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省エネ法の改正

1. 全てのエネルギーの省エネ

2. 非化石エネルギーへの転換

3. 需要の最適化
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Ｇ7（2023年4月15～16日）
気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ

我々は、2050 年の温室効果ガスのネット・
ゼロ排出に向けた世界的なエネルギー転換に
おける重要な柱として、「第一の燃料」とし
ての省エネルギーの役割を強調

https://www.env.go.jp/content/000163420.pdf
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6,240万kL削減

第6次エネルギー基本計画：省エネの深掘り

家庭部門：住宅省エネ、高効率給湯器、
LED化、HEMS等、トップランナー機
器も重要

業務部門：建築省エネ、トップランナー
機器、BEMS高効率照明、LED化等も重
要

総計6,240万kLは、日本の家庭で使用されているエネルギーを
全て0にしても不足する（家庭のエネルギー消費の1.3倍に相当）
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業務部門の省エネ対策
（2013→2030年度）

• 建築物省エネ（新築） ： 403万kL

• 建築物省エネ（改修） ： 143万kL

• 業務用給湯器 ：   52万kL

• 高効率照明（LED化） ： 195万kL

• 冷媒管理 ：  0.6万kL

• BEMS＋エネマネ ： 239万kL

• トップランナー機器（OA機器など） ： 342万kL

• 国民運動 ：  2.3万kL

高効率機器等の導入に加えて、エネマネ（BEMS）等によるエネルギーマネジ―メ
ントや自動制御関係の対策等が期待されている
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2015年 建築物省エネ法

エネルギーの使用の合理化等に関する法律
（省エネ法）

↓

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律
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国の省エネ基準（適合義務基準）
2000m2以上の大規模建築物と住宅の規制強化

適合していない建築物は不良資産になる可能性
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ZEB（ネット・ゼロ・エネルギービル）
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早稲田アリーナ

2018年12月
山下設計
清水建設
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英国不動産の環境規制

✓F, Gランクの建物は賃貸などができない
✓英国で2030年から環境規制強化により、EPCがBランク以上のみのビ
ル以外は賃貸できなくなる方針

✓しかし、オフィスストックのうち、EPCがB以上は20%程度しかない

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/970192/non-
domestic-prs-mees-epc-b-future-trajectory-implementation.pdf

https://urpltd.co.uk/landlords-mees/
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フランスの不動産屋の店頭表示

→エネルギー

→CO2

撮影：田辺新一



オフィスピラミッド2023（東京）

ザイマックス不動産総合研究所：https://soken.xymax.co.jp/2023/01/18/2301-stock_pyramid_2023/
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キャップ＆トレード制度及び
地球温暖化対策報告書制度の対象範囲

⚫ 都内のCO2排出量の約半分を占める産業・業務部門を対象に「キャップ＆トレード制度」及び「地球温暖化対策報告書制度」を運用

３

合計5,281万トン

業務・産業部門

約４８％

家庭部門
約３２％

運輸部門
約１６％

都内CO2排出量※

※2020年度速報値より算出

キャップ＆トレード制度(約40%) 地球温暖化対策報告書制度(約60%)

都内の大規模事業所（原油換算エネルギー
使用量1,500kl以上、約1,200事業所）
に対して、CO₂排出量、温暖化対策実施
状況などの報告及び排出量削減の義務を
課す制度

都内の中小規模事業所（原油換算エネ
ルギー使用量1,500kl未満）に対して、
CO₂排出量、温暖化対策実施状況などの
報告を求める制度 （点線箇所が制度対象範

囲）
義務提出事業者 (うち約22%)

都内の複数の事業所を合算して、原油換算エネルギー
使用量の合計が年間3,000kL以上の事業者

任意提出事業者 (うち約2%)

トップレベル事業所(うち約３%)

体制・設備・運用の取組が特に
優良な事業所をトップレベル事業所
として認定

義務提出事業者を除き、任意で報告書を提出
している事業者

2,526万t
(業務・産業部門)

2020年度速報値

大企業（C＆T制度）に加えて、中小企業における省エネ導入が必要
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ベンチマーク等の3指標の考え方

事業所向け「カーボンレポート」の改正

カーボンレポートの掲出項目 赤字は新規項目

事
業
所
等
の
基
本
情
報
等

1 実績年度

2 事業者名

3 事業者番号

4 事業所等の名称

5 事業所等の所在地

6 事業所建物の築年

ｰ 【任意】省エネ改修年度

7 延床面積

8 ベンチマーク区分

レンジ

カーボンBM 2024

同一区分の事業所における
CO2原単位の平均を100とし、
それに対する大小に基づいて

7レンジに分類

エネルギーBM 2018

同一区分の事業所における
エネルギー消費原単位の低さ
について、上位何%に属するか
に基づいて7レンジに分類

再エネ電気利用レベ
ル

再生可能エネルギー(電気)の
利用率の大小に応じ7レンジに

分類

A＋ (zero-emi Tokyo) 0 0% 超 ~ 15% 以内 100% (+オンサイト・オフサイト)※

A    (2030 Tokyo) 0 超 ~ 30 以下 15％ 超 ~ 30％ 以内 50％ 以上 ~ 100％ 以下

B    (Nearly 2030 Tokyo) 30 超 ~ 60 以下 30％ 超 ~ 40％ 以内 40％ 以上 ~ 50％ 未満

C (平均ライン) 60 超 ~ 100 以下 40％ 超 ~ 50％ 以内 30％ 以上 ~ 40％ 未満

（平均値＝100） 平均値(＝中央値）

D 100 超 ~ 120 以下 50％ 超 ~ 60％ 以内 20％ 以上 ~ 30％ 未満

E 120 超 ~ 150 以下 60％ 超 ~ 80％ 以内 0％ 超 ~ 20％ 未満

F 150 超 ~ 80％ 超 ~ 100% 0%

※オンサイト・オフサイト(追加性のある再エネ)導入

※BM等のレンジは、今後の報告データ等を踏まえ、適宜調整
カーボンレポートの改正
・2024年度実績データから活用予定（CO2は実係数で算出）
・対象は、都のベンチマーク適用事業所（義務提出約2万所）

※都HPから年度ごとの様式をダウンロード可能（現行と同様）

事
業
所
等
の
取
組
状
況
等

CO2排出

9 CO2排出量

10 CO2排出原単位

11 カーボンBMレンジ

省エネ

12 エネルギー消費量

13 エネルギー消費原単位

14 エネルギーBMレンジ

再エネ

15 再エネ電気利用率

16 再エネ電気利用レベル

17 特記事項、自由意見等

例）オンサイト・オフサイト(追加性のある
再エネ)導入状況等

レンジ 考え方

A+ (Zero-emi Tokyo)
2030年達成水準を超えるゼロエミ達
成

A    (2030 Tokyo) 2030年達成水準に到達

B    (Nearly 2030 Tokyo) 2030年達成水準まであと一歩

C    (平均ライン) 同一区分内の平均値を上回る

表示例レンジ設定の考え方

・3指標の進捗状況が一見できるよう図示

・具体的デザインはプロの意見等参考にしながら今後検討

拡充

・ CO2、省エネ、再エネの3指標は、カーボンベンチマーク（実係数による改正版）、エネルギーベンチマーク（新規）、再エネ電気利用レベル（新規）により表示する

・ 3指標と2030年の達成水準や事業者向けの評価基準等の関連性が明確になるようにレンジ設定やレベル分けを行うとともに、視認性の向上のため表示例を工夫する

既存・中小規模
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国際的サステナビリティ開示基準案（ISSB）
不動産業（一部抜粋）

✓国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards：
IFRS）が策定する国際的なサステナビリティ開示基準案（ISSB）

✓エネルギー格付を取得した割合の開示が求められており、日本の不動産会社が不
利になる可能性あり

経済産業省：非財務情報の開示指針研究会 https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/hizaimu_joho/index.html
日本語資料は経済産業省の仮訳

https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/hizaimu_joho/index.html
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環境不動産で賃料は上がるか？

https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo05_hh_000001_00101.html

国土交通省が「社会的インパクト不動産」の実践ガイダンスを公表
（2023年3月24日）

すでに多くのエビエンスが集まってきている
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日本の二酸化炭素排出量 2021年

34.7%

18.6%

17.4%

14.4%

エネルギー転換部門（発電）が非常に重要

環境省資料から作成
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エネルギーを最適管理する司令塔

つくる
おくる つかう

￥

火力発電所など

水力発電所

太陽光発電／ガスタービン発電機／蓄電
池設備つきビル

ICTによる制御

変電所

風力発電所

エネルギー貯
蔵設備

電気の流れ

情報の流れ

送配電網

電気自動車

蓄電池

太陽光パネル

ZEH

HP給湯器

燃料電池

電力ネットワーク
（グリッド）

ZEB

太陽光発電所

揚水発電所

再生可能エネルギー電源

スマートメーター

スマートコミュニティ

電力品質（電圧・周波数）問題 賢い省エネの実行

あやつる

早稲田大学スマート社会技術融合研究機構（ACROSS http://www.waseda.jp/across/）

変動型再エネを有効活用するには

http://www.waseda.jp/across/
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電力網と相互応答する省エネビル

GEB：利用者数や利用者位置、買電価格、天気予報、オンサイト発電状況等のデータを収集・分析し、建物内
のエネルギー需要に合わせ、効率的なエネルギーマネジメントを実現する建物（DOEから資料引用）

建築物のデジタルデータの取得・利用・プラットフォームは我が国は圧倒的な遅れ



Department of Architecture, WASEDA University 33

D: 
リサイクル再利用

D
再利用
リサイクル
エネルギー回収C1

撤去・解体

C2
廃棄物の輸送

C3
中間処理

C4
廃棄物の処理

C1-C4: 
解体段階

ホールライフカーボン評価

B1-B5
使用
メンテナンス
修繕
交換
改修

B6-B7
運用時のエネルギー消費
運用時の水消費

B1-B5, B6-B7: 
使用段階

EN15978, 2011ホールライフカーボン (A1-A5, B1-B5, B6-B7, C1-C4, D)

A4
現場への輸送

A5
施工

A4-A5: 
建築施工段階

A1-A3: 
資材製造段階

A1
原材料の調達

A2
工場への輸送

A3
製品の製造

早稲田大学田辺研究室・新藤幹作成
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